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Step１ 小施策の全体像 

小施策の概要等（構成事業は別紙ロジックモデルシートのとおり） 

現状と課題 

悪質商法や振り込め詐欺などの被害が多いことから，消費者被害の救済

やその予防など，消費者の保護と自立支援への取組を進める必要がある。

そのため，消費者教育の総合的・一体的な推進や消費生活の安定・向上を

目指す施策の推進など，市民や関係機関を巻き込んだ取組が重要となる。

また，消費者安全の確保のため地域ネットワークをより持続可能なものと

することが急務となっている。 

取組の方向性 

年々増加する複雑な消費生活相談や苦情に対応するため，地域や関係機

関と連携した相談体制の整備と消費者の自立支援に向けた啓発活動の充

実を図る。 

対象 

（誰（何）を対象として行うのか） 

市民 

 

意図 

（対象をどのようにしたいのか） 

消費生活に係るトラブルを抱えている市民が救済される。 

 

 

Step２ 成果指標の推移 

（↑：数値を上げていくことを目標とする指標，↓：数値を下げていくことを目標とする指標，→：数値を維持

することを目標とする指標） 

 

 

 

指標項目 
単

位 

25 年度 

実績 

（現状値） 

27 年度 

実績 

31 年度 

目標値 

36 年度 

目標値 

Ａ 消費生活相談の解決率（解決 

した件数/消費生活相談件数）

 (↑) 

％ 98.5 98.8 99.0 99.0 

Ｂ  ( )      

Ｃ  ( )      
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Step３ 市民ニーズの把握 

消費生活相談，出前講座・広報紙等による啓発の機会及び関係機関との連携を通して，ニーズ

を把握することにより，施策の推進を効果的に行うことができる。 

 

Step４ 役割分担分析 

１ 各主体の役割の状況 

 

２ 今後の市の役割の比重の方向性とその理由 

□ 市の役割の比重を拡大していくことを検討する 

■ 現状維持（現在の市の役割の比重を維持する） 

□ 市の役割の比重を縮小していくことを検討する 

（理由） 

   平成 22年度から盛岡広域圏８市町で消費者行政の共同実施に取り組み，盛岡市消費生活セ

ンターはその中核を担うこととなり相談体制の充実によるきめ細かな対応と消費者教育啓発

活動を実施してきた。各主体とは，成果指標を目標値に近づけていくため，現状の連携やそ

れぞれの役割分担を維持する。 

 

Step５ 成果・問題点の把握と改革改善案 

１ 成果の把握と要因分析及び課題の設定 

 (1) 小施策の中で成果をあげた点 

   市民の消費生活の自立に貢献し，消費者の安全安心や市民の権利が確保された。 

 

 役割の内容 
役割分担

比率（％） 

各主体の 

役割の状況 

市 

消費生活相談，消費者教育の実施、消費生活全般に関

する知識の普及及び消費者の自立に必要な情報の提供。

消費者の利益の擁護及び増進に関する施策の推進。 

60 

国・県・ 

他自治体 
消費者の利益の擁護及び増進に関する施策の推進。 10 

市民・ 

ＮＰＯ 

市民（消費者）は消費生活全般に関する知識の取得及

び情報の収集等，自主的な行動に努める。消費者団体等

は消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表

明，消費者に対する啓発及び教育，消費者被害の防止及

び救済のための活動など消費生活の安定及び向上を図る

ための行動。 

10 

企業・ 

その他 

消費者の安全及び消費者との取引における公正の確

保。消費者との間に生じた苦情等に対する適切な処理。

国または地方公共団体が実施する消費者政策に対する協

力。 

20 
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 (2) 成果をあげた要因 

   積極的な啓発活動や事業所への立入検査等を関係機関と連携し実施したことによる。 

 

 (3) さらなる成果向上に向けて取り組むべき課題（課題がある場合に記載） 

今後も引き続き，消費者をめぐる社会状況に応じた施策・事業を展開していくことが必要

である。 

 

２ 問題点の把握と原因分析及び課題の設定 

(1) 小施策における現状の問題点 

業務量に対し，正規職員が不足している。 

 

(2) 現状の問題点が生じている原因 

随時の施策対応は正規職員の対応が必須であるなど，マンパワーに頼る部分が多い事業を

推進しているため。 

 

(3) 分析した原因を踏まえて取り組むべき課題 

事務事業及び組織の見直しによる職員の適正配置。 

 

３ 改革改善案（上記１(3) 及び２(3) で設定した課題に対する具体の取組） 

  消費者をめぐる社会状況の変化に伴う，新たな事業展開やこれに係る対応及び組織の見直し

を進める。 

 

Step６ 小施策と構成事業の関係性 

１ 小施策との結び付きが弱い，もしくは他の事業と重複していると考えられる事業 

該当事業なし。 

 

２ １で記載した事業についてその理由 

 

 

３ １で記載した事業の今後の方向性（案）（縮小・廃止・統廃合等） 


